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日建連の労務賃金改善の取組み

〇労務賃金改善等推進要綱（2013年7月18日）（抄）
第１ 適切な労務賃金の支払いの要請
日建連会員企業は、公共工事設計労務単価が適用される公共工事について、次の措置を行うものとする。
① 一次下請への見積り依頼時に公共工事設計労務単価を交付し、その引上げの趣旨にかなう適切な契
約を締結する。
② 技能労働者に対し、社会保険料等の個人負担分を含め、公共工事設計労務単価の引上げの趣旨に
かなう適切な賃金が支払われるよう、一次下請に要請する。また、直接の契約関係がない二次以下の
下請企業に対しても、一次下請等を介して、公共工事設計労務単価の引上げの趣旨にかなう適切な賃
金が支払われるよう要請する。

〇労務費見積り尊重宣言（2018年9月18日）（抄）

日建連会員企業は、建設技能者の賃金を全産業労働者平均レベルに近づけていくため、一次下請企業へ
の見積り依頼に際して、内訳明示が進んできている法定福利費に加えて労務賃金改善の趣旨に叶う適切な
労務費（労務賃金）を内訳明示した見積書の提出要請を徹底し、当該見積りを確認した上でこれを尊重する。

〇技能労働者の賃金水準の引上げに向けた取組に関する決議 （2021年4月19日）（抄）

１．概ね2％以上の賃金上昇を目指す趣旨に適う下請契約の締結
日建連会員企業は、「労務費見積り尊重宣言（2018年12月21日決定）」の今年度の運用について、一次
下請への見積り依頼に際して、概ね2％以上の賃金上昇の趣旨に適う適切な労務費を内訳明示した見積書
の提出要請を徹底し、当該見積りを確認した上でこれを尊重するものとすること。
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Japan Information Technology Services Industry Association

（一社）情報サービス産業協会 ご説明資料（1/2）

１．業界の特徴とこれまでの取組について

(1) 私たちは、ITという重要な社会インフラを提供する最先端の業界である一方、多くは

多重下請け構造にある業種です。

したがって、従来から適正取引の実現のため様々な取組を行って参りました。

(2) 具体的には、2017年から業界としての「適正取引推進のための自主行動計画」

を策定するとともに、その達成度合いについて、毎年 「フォローアップ」を実施してき

ております。

当会は、情報関連技術の開発促進、情報化の基盤整備などを通じ、情報サービス産業の健全な発展と我が国の情報化
の促進を目的として、1984年に発足した情報サービス産業の全国団体です。

我が国の主要なシステムインテグレータ、シンクタンク、ソフトウェア開発会社を中心に会員を構成しており、
会員数は553社(法人会員484・団体会員32・賛助会員37)、売上高総額は我が国の情報サービス産業全体
（約27兆円）の約4割を占めています。

一般社団法人 情報サービス産業協会(JISA)について
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Japan Information Technology Services Industry Association

2．2021年度「フォローアップ」結果
(1) 発注側から「不合理な下請代金低減要請を行わない｣ことを徹底している比率は、

ほぼ１００％

(2) 受注側で労務費が上昇した場合には、発注者との間で「取引対価の見直しの協議を
行う」ことが、かなり徹底されてきた

同じ事業者が発注側に立つ場合 同じ事業者が受注側に立つ場合

2019年 2020年 2021年 2019年 2020年 2021年

実施済 78 94% 66 99% 61 97% 63 94% 41 93% 29 94%
実施中 4 5% 0 0% 0 0% 3 4% 0 0% 0 0%

未実施 1 1% 1 1% 2 3% 1 1% 3 7% 2 6%

同じ事業者が発注側に立つ場合

2019年 2020年 2021年

実施済 78 94% 67 96% 59 95%
実施中 3 4% 3 4% 2 3%

未実施 2 2% 0 0% 1 2%

同じ事業者が受注側に立つ場合

2019年 2020年 2021年

66 88% 64 93% 45 83%
5 7% 5 7% 6 11%

4 5% 0 0% 3 6%

（一社）情報サービス産業協会 ご説明資料（2/2）
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トラック運送業界の適正な取引に向けた

取り組み

令和３年１２月２７日

公益社団法人全日本トラック協会
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車両保有台数10両以下の小規模事業者
が6割近くを占め、全体の９９％以上が中
小事業者である。

平成2～令和元年度の間、新規参入事業者数52,419者、退出事業者数30,154者、事業者増加数22,265者

国内貨物輸送量 トラック運送事業者の規模

車両数別令和元年度実績
(2019年度)

トラックの輸送量は約43億トンで、国内貨物
輸送の9割以上を占める。

事業者数・車両数・輸送量の推移

※輸送量は平成22年に調査・集計方法に変更があったことから、数値の連続性を図るため接続係数を設定し算出

トラック運送業界の現状

貨物自動車
（営業用）
3,054
64.8%

貨物自動車
（自家用）

1,275
27.0%

341
7.2%

鉄道
43  0.9%

航空
1 0.02%

トンベース(単位：百万ﾄﾝ)

内航海運

新規参入事業者数

平成 (年度)

車両数
（両）

1,482,364両

輸送量(十万ﾄﾝ)・事業者数

令和2年3月末現在
(2020年3月末)

事業者数 車両数 輸送量(ﾄﾝ)

10両以下
54.6%11～20両

21.0%

資料 国土交通省

62,337者

30億5千3百万ﾄﾝ
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営業利益率の推移

製造業は黒字を保っているが、トラック運送事業は
平成１９年度以降、ほとんどの年で赤字となっている。

資料：全日本トラック協会「経営分析報告書」
財務省「法人企業統計調査」

(%)

(年度)

赤字企業割合の推移

製造業

トラック運送事業

黒字 赤字

資料：全日本トラック協会「経営分析報告書」

(年度)平成

31～50両
7.6%

21～30両
9.7%合計

4,714

(2015)   (2016)  (2017) (2018) (2019)

28億8百万ﾄﾝ

40,072者

1,054,668両
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資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より

【年間所得額の推移】

トラックドライバーの年間所得額は、全産
業平均と比較して、大型トラック運転者で
約１割低く、中小型トラック運転者で約２割
低い。

【年間労働時間の推移】

トラックドライバーの年間労働時間は、

全産業平均と比較して、大型トラック運転
者で４３２時間（月３６時間）、中小型トラッ
ク運転者で３８４時間（月３２時間）と約２割
長い。
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トラックドライバーの賃金・労働時間について

トラックドライバーの賃金を全産業平均にするためには、「標準的な運賃」の収受が必要
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軽油価格の推移と業界への影響

全日本トラック協会調査（スタンド価格）（単位：円／㍑）

１年間で
３０円以上上昇

○軽油価格が１円上昇するとトラック業界全体で年間約１５０億円の負担増。
○この１年間で３０円以上上昇しており、特に燃料使用量の多い長距離輸送の影響が甚大。
○業界の９９％以上が中小・零細事業者であるため、荷主に対し燃料高騰分の転嫁をお願いしても
収受できないケースが多い。

燃料価格上昇分を転嫁
できない事業者が多い
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燃料価格高騰への対応

○１１月９日に斉藤国土交通大臣あてに燃料高騰分の価格転嫁のための対策の実施、燃料税制
対策の実施、燃料費負担の軽減に資する補助支援制度創設などを盛り込んだ要望書を提出。

○同１２月２日には、トラック、タクシー、バス３団体で自民党、公明党の各国会議員を対象に「燃料
価格高騰経営危機突破総決起大会」を開催。３団体のほか、日本商工会議所、全国商工会連合
会、日本自動車工業会、日本自動車販売協会連合会、石油連盟、全国石油商業組合連合会、日
本労働組合総連合の関係・関連団体が出席。下記５項目の決議を採択。
・燃料高騰分の価格転嫁のための対策の実施
・軽油引取税、ガソリン税、石油ガス税等燃料税制対策の実施
・燃料費負担の軽減に資する補助支援制度の創設
・供給量の増加によるエネルギー価格低廉化方策の実施
・高速道路料金の更なる割引の拡充

斉藤国土交通大臣宛に要望書を提出（11月9日）
自民党（上）、公明党（下）の国会議員を対象に燃料価格高騰
経営危機突破総決起大会を開催（12月2日） 8



取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドラインの策定

○平成３０年１１月、厚生労働省、国土交通省、全日本トラック協会で荷主とトラック運送事業者の協力による長
時間労働改善等に向けた取組みを紹介 した「取引環境と長時間労働改善に向けたガイドライン」を策定。

〇セミナー等を通じて、荷主企業、トラック運送事業者へ周知。
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〇令和２年１２月に「標準的な運賃」の内容の周知と理解・協力を求めるため全国の荷主企業約４万社にリーフ
レットを送付。さらに、燃料価格の高騰を受け、令和４年１月に再度「標準的な運賃」及び「燃料サーチャージ制」

の理解・協力を求める文書、 リーフレットを送付予定。
〇ＷＥＢサイトに、荷主や一般消費者向けに、燃料価格上昇分を別建てで収受する「燃料サ－チャージ制」につ
いて理解を求めるバナー広告を掲載予定。

ＷＥＢサイトに掲載予定のバナー広告
「標準的な運賃」「燃料サーチャージ」への理解・

協力を求めるリーフレット

適正な運賃・料金及び燃料サーチャージの収受に向けて
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